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１ 指針の改定理由 

 

本市では、平成１８年５月に「角田市協働のまちづくり推進基本指針」を策定し、

まちづくりの基本的な考え方、市民と行政が対等なパートナー関係をもって、『参

加と協働』による新しいまちづくりを推進していく為、ひとつひとつの課題を解決

しながら前進していくという、「市民と行政の協働のまちづくり」を推進してまい

りました。 

今般、まちづくりを進めるにあたって、次の（１）～（３）を基本理念とした、 

「角田市第６次長期総合計画」の策定に伴い、指針の改定を行うものです。 

  

（１）将来を見据え人を育み、活かすまちづくり【市民力】 

本市を支える市民及びその市民の活動は、まちづくりの根幹をなす財産で

す。 

まちづくりは、市民の幸せを最大の目的として営まれるものであり、市民

がまちづくりの主役となり、「市民力」を発揮できる環境づくりを推進する

とともに、行政は市民と共に考え、汗をかき、角田市を高め合える環境づく

りを推進します。 

 

（２）ともに生き、活かし合うまちづくり【地域共生】 

人口減少が進む現代において、市民だけでなく、団体や企業など、多様な

主体が連携して、支え合い、助け合える環境を築くことは、本市の持続可能

なまちづくりの基礎となります。 

多様な日常生活上の支援体制の連携・充実を図り、地域の支え合いを公的

に支え、共助を公助することを通して、市民の生活と地域参加を支援してい

きます。 

 

（３）地域資源を活かすまちづくり【地域資源フル活用】 

本市に息づく歴史、自然、景観、文化・スポーツや、企業、地域産業、既

存の施設などの豊富な地域資源は、誇れる財産です。 

将来にわたって、自然を守り、歴史・文化を継承するとともに、未だにそ

の魅力を活かしきれていない地域資源を最大限に活用し、本市にあるものを

フル活用する「オール角田」の取組みを推進します。 
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２ 協働の理念 

 

（１）協働の基本的な考え方 

    「協働」とは、一般的に、立場の異なる主体が、課題解決に向け、対等の

立場で、相互に尊重し、連携し、補完しながら、それぞれの特性や能力を発

揮して力を合わせて取り組み、相乗効果を生み出すことと定義されています。 

    そもそも本市の地域社会には、本来、公益的活動に対する取り組みの「自

主性」や、足りないところを補い合い、共に助け合うという「共助」の精神

が息づいています。地域の住民や各種公益的団体の方々は、このような「自

主性」と「共助」の精神のもとで、これまでにも行政などとの連携によるま

ちづくり、地域づくり活動の一翼を担っています。 

本市において、まちづくりを進めるにあたっては、「自主性」と「共助」

の精神をさらに一歩進めていくことが重要です。 

市民、行政のそれぞれに優れたところを尊重しあい、協力して共に進んで

いくことが、これからの地域社会の望ましいあり方であり、「地域でできる

ことは地域で」という協働の起点を今一度ここに求めていきたいと考えてい

ます。 

 

（２）協働の理念 

私たちのまわりには多様な課題がありますが、これからは市民の力、地域

の力が息づく更なる社会の構築が必要となります。 

今後、地域共生社会（支え合いによる持続可能な地域）を実現するために、

地域の担い手の確保や各種団体の運営をサポートすることで、地域コミュニ

ティの維持・活性化を今まで以上に図る必要があります。 

    また、協働のまちづくりを一層推進する視点からＮＰＯ法人や企業等の主

体と様々な地域活動を結びつける仕組みづくりを行うことで、角田市民だけ

でなく、多様な主体による地域活動への参画を促します。 

    このように、本市としては、市民と行政が対等の立場で、創造的に相互に

補完しあいながら、自治力、行政力を高め、そしてお互いの役割を果たし、

潤いのある豊かな地域社会を創り上げていくことを基本理念として、「市民

と行政の協働のまちづくり」をさらに推進していくものとします。 
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３ まちづくりを取り巻く背景 

 

（１）人口減少、少子高齢化の進展による社会ニーズの変化 

日本の総人口は、平成 20（2008）年の約１億３千万人をピークとして減少

に転じ、本格的に人口減少が進行しています。年代別の人口構造については

「団塊の世代」が令和７（2025）年に 75 歳以上の後期高齢者となることに

より、今後、高齢者、とりわけ後期高齢者の人口構成比の大幅な増加が予想

されています。 

一方で、高齢者を支える生産年齢人口、とりわけ子どもを産み育てる年齢

層の中心である 20 代、30 代の人口減少が進むことによって出生数はますま

す減少し、年少人口の減少傾向が続くと予想されています。 

本市においても将来の人口規模や年齢構成を十分に見据えたうえで、社会

資本の整備・充実や、医療･福祉･介護など従来の行政サービスの在り方を抜

本的に見直すことが必要となっています。 

 

（２）大規模災害や感染症問題の発生 

平成 23（2011）年に発生した東日本大震災は、揺れや津波によって、沿岸

部の市町村を中心に甚大な被害をもたらしました。同時に発生した福島第一

原子力発電所の事故では大気中に放射性物質が拡散され、広範な地域が長期

間にわたって影響を受け続けています。さらに、令和元（2019）年 10 月の

台風第 19号(令和元年東日本台風)は、広範囲にわたる浸水被害をもたらし、

防災･減災や避難対策の重要性がより一層高まっています。 

また、令和２（2020）年に入ってからは、新型コロナウイルス感染症の拡

大により市民生活も大幅な制約を課せられ、地域経済にも大きな影響が及ん

でいます。グローバル社会の進展により国を跨いだ人やモノの往来が活発化

する中で、感染症拡大のリスクに対する体制の整備が急務となっています。 

 

（３）ＳＤＧｓを踏まえた持続的発展 

2015（平成 27）年９月に国際連合において開催された「国連持続可能な開

発サミット」において、「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現のた

め、2030（令和 12）年を年限とした 17 の国際目標、169 のターゲットが定

められました。 

17 の目標には、本市が担う行政施策に直接かかわる項目も多く位置づけ 
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られています。 

 

 

■ＳＤＧｓ17の国際目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：外務省国際協力局地球規模課題総括課（令和 2 年 6 月） 
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４ 協働の主体と役割 

   

協働のまちづくりを推進する主体は、市民と行政であり、それぞれが役割を果

たしていく必要があります。協働の主体とその役割について次のように考えてい

きます。 

 

（１）市民 

   ① 個人としての市民 

     一人の市民として、地域社会やその活動へ関心を持ち、社会貢献活動等

の団体活動へ参加するなど、努めて協力していくものとします。 

   ② 地域組織としての市民 

     地域に密着した区会など、地縁により構成される地域組織は、従来から

自主性と相互信頼、共助の精神により、地域内の課題に主体的に対処して

きています。今後とも、さらに自治的地域力を発揮し、安心して暮らせる

地域づくりに努めるものとします。 

 ③ 公益的活動団体としての市民 

     市民公益を担う組織や市民に自己実現の場、生きがいを与える機会を提

供する組織、また他団体とのネットワークづくりにより持続的な活動を行

う組織であり、ＮＰＯ法人や市民活動団体がこれにあたると考えています。 

④ 企業 

     民間の営利組織であるとともに、地域社会を構成する一員でもあり、市

民活動への参加や助成などの協力によって、協働による社会的貢献に努め

るものとします。 

      

（２）行政 

    行政は、時代に即応した職員の意識改革を推進しながら、市民との協働で

公共的な課題の解決を目指すものとします。また、市民が活動しやすい仕組

みづくりや支援体制などの基盤を整備するとともに、コーディネーターとし

て多様な協働のまちづくりを推進するものとします。 
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５ 協働の原則 

   

協働を進めるうえで、市民と行政は、一方へ依存するのではなく対等な関係で

役割分担を行う必要があります。これからのまちづくりは、より一層の市民参加

に加えて、協働の原則を確立し、変革の時代に対応していかなければなりません。 

本市においては、次のルールに基づき協働のまちづくりをさらに推進していく

ものとします。 

  

（１）対等・相互理解の原則 

    市民と行政は、対等な立場に立ち相互に特性や違いを理解し、また相互依

存にならないように自立した活動を行っていきます。 

 

（２）自主性尊重の原則 

    市民と行政は、協働に際し、諸活動が自己決定・自己責任により主体的か

つ自主的に行われることを尊重していきます。 

 

（３）目的共有の原則 

市民と行政は、協働関係を形成するに際し、基本的な要件として、何のた

めの協働かという目的、目標を共有していきます。 

 

（４）公開の原則 

    市民と行政は、協働活動を行っていくに際し、その過程や内容を開示し、

公開性と透明性を確保していきます。 
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６ 本市の協働の現状 

   

現代は、一面においては経済や社会の成熟期とも考えられますが、国や地方自

治体を取り巻く環境は諸般にわたり厳しさを増しており、本市もその例外ではあ

りません。不安定な地域経済や人口減少、少子・高齢社会、厳しい財政事情、ま

た、これに伴う地域活力の低下などが心配されており、その対策が急がれている

状況にあります。 

  このことから、本市では、第６次長期総合計画の基本理念である「市民力」「地

域共生」「地域資源フル活用」を掲げ、共にまちづくりを担っていくことを計画

の重点項目としています。 

  そもそも本市の地域社会には、薄れつつあるとはいえ、公益的活動に対する取

り組みの「自主性」や足りないところを補い合い、共に助け合うという「共助」

の精神が息づいています。地域においては、この精神のもとで、行政との連携に

よる地域づくり活動の一翼を担ってきている現状があります。 

しかし、これまでの取り組み等の実情においては、行政も市民の側も、協働を

意識した取り組みといった視点からすれば、必ずしも仕組みや態勢が整っている

とは言い難いところがあります。 

 

（１）地域と行政区 

   本市では、昭和３６年４月に現在の行政区長制度が発足し、以来、各地域

の行政区長は、行政に関する様々な連絡及び周知のほか、地域のまとめ役と

して、課題の解決や行政に対する要望、提案を行ってきており、円滑な市政

運営の一翼を担ってきています。 

一方で、地域においては、平成１８年度より本格的に「市民と行政の協働

のまちづくり」を推進し、市民と行政が共にまちづくりを考え、地域ででき

ることは地域で行い、地域でできないことは行政が支援することで、潤いの

ある豊かな地域社会を目指すという考え方のもと、各地区振興協議会におい

ては、地区の課題解決に向け、取り組みを行ってきました。 

 

（２）ＮＰＯ法人等 

   まちづくり、地域づくりを担うのは、地域のほか個人としての市民があり、

さらに、ＮＰＯ法人や任意のまちづくり団体があります。 

本市においても、個人としての市民活動については、公益的活動に関する 

情報が得にくいところがありますが、ＮＰＯ法人や各種まちづくり活動団体

等は、環境、福祉、教育、地域交流などの各分野において、一定の成果をあ

げています。 

しかしながら、その活動は、十分とは言えない活動経費や人材の不足もあ 
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るほか、市民への浸透や協働という意識的な面などで、やや面的な広がりに

欠けているのが現状です。 

このようなことから、行政においても育成・支援する仕組みが求められる

一方で、なお一層の公益的活動の推進とその広がりが期待されています。 

 

（３）企業 

一般に企業は、多種多様なサービスを提供する営利組織ですが、また一方

では社会的責任を負っている組織でもあります。 

市内における企業においては、昨今の経済低迷で厳しい経営環境にあると

ころが少なからずありますが、近年の傾向としては、経営理念に社会貢献を

掲げ、活動を行うところが増加しています。 

   企業による地域社会への貢献は、企業市民としての認知やイメージの向上

につながり、そのことが地域での企業活動の活発化をもたらしています。 

今後とも、環境や雇用に配慮しながら、地域社会の一員としての自覚と行

動のもとで、なお一層の社会貢献活動を行う企業が増加することが期待され

ています。 



 - 9 - 

 

７ これまでの協働の取り組み 

 

 本市では、総合計画に基づき、これまで以下のような取り組みを行ってきました。 

 

①地区振興協議会の設立（平成１８年度） 

 平成１８年１０月１６日の北郷地区振興協議会をはじめ、９地区に地区振興協議

会が設立。各地区振興協議会では、地域の課題解決のための話し合い、また地区の

活性化と地区民の更なる親睦を図ることを目的とし、これまで、さまざまな活動や

話し合いを行ってきました。 

 

各地区振興協議会の設立について 

    協議会名 設 立 日 

   角田地区振興協議会 平成１９年 ３月２２日 

   横倉地区振興協議会      平成１８年１１月２６日 

   小田地区振興協議会   平成１８年１２月２５日 

   枝野地区振興協議会    平成１８年１０月２０日 

   藤尾地区振興協議会   平成１８年１０月２６日 

   東根地区振興協議会   平成１８年１２月１０日 

    桜地区振興協議会   平成１８年１０月２８日  

   北郷地区振興協議会   平成１８年１０月１６日 

   西根地区振興協議会   平成１８年１２月２３日 

 

②各地区公民館を自治センターへ再編（平成１９年４月１日） 

 名称については、住民の方が理解しやすいように変更しました。公民館事業実施

のほか、地域づくり、地域自治活動の拠点として位置づけをしました。 

 

③自治会との協働 

 地域で最も身近かつ最大の住民組織である自治会と協働し、防災や環境衛生、健

康づくりの推進などのさまざまな分野で住みよい地域づくり活動に取り組んでき

ました。 

 

④地域づくり総合交付金の創設（平成１９年４月１日） 

 各課所管の１７事業を統合し、地域づくり総合交付金対象事業とした交付金事業

を創設し、市民が自主的かつ主体的に取り組む地域づくり活動事業に対し、地域づ

くり総合交付金を交付しました。 
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⑤地区の要望事業について 

 平成２２年度に各地区振興協議会より要望書の提出があった、道路整備工事等の

事業について、担当課において事業概算額の算出及び計画概要の作成を行い、平成

２３年度からの市の実施計画への反映、予算化を行い実施してきました。 

 

⑥住民自治活動支援事業補助金 

 地域づくり活動事業及び市民自らの創意と工夫により特色ある地域をつくるた

めの活動事業に対し、補助金を交付しました。 

 

⑦出前講座の実施 

 市民のもとに市職員が出向き、市の仕事や制度などをわかりやすく説明するとと

もに意見交換を行いながら、市政への理解や市民と行政の信頼関係を高めるため実

施しました。 

 

⑧自治センターを市長部局へ移管（令和３年４月１日） 

令和２年度から「角田市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例」の施

行により、自治センターの所管を教育委員会から市長部局へ移管し、各分野との連

携強化による地域づくりの拠点として進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 11 - 

 

８ 協働を推進するうえでの課題 

  

本市の現状についてこれまで述べてきましたが、このように行政のほか地域、

ＮＰＯ法人、企業等といった協働の各主体が、それぞれの各分野において様々な

活動を展開しています。 

今般、基本指針の改定を行うにあたり、再度、協働についての共通の意識や仕

組み、ルールづくりを明確にし、これからの本市としてのあるべき「市民と行政

の協働のまちづくり」を進めていくうえでの課題については、次のとおり整理し

ます。 

 

（１）環境の整備 

   現状では、協働の主体である市民、行政の相互理解と交流、意見交換の場

をさらに整備していく必要があります。協働のニーズに応える仕組みが一層

重要になってきますので、協働を進めるための、具体的な制度、仕組みの検

討、整備を再度行っていくことが必要です。 

 

（２）情報の提供、共有 

   協働は、各主体の自主性と相互の信頼により行われるべきものであり、情

報の提供と共有が重要な要素となります。各主体は、可能な限りにおいて情

報を提供、共有することで、協働のまちづくりの推進が図られるものと考え

ます。 

 

（３）担う人材 

   まちづくりは人づくりと言われるように、真に協働を理解しつつ、課題を

的確に捉えて活動できる人材が必要不可欠です。 

現状においては、多様な人材が活動していますが、各主体において多方面

にわたり充足しているとは言い難い実情にあります。協働による事業実施を

円滑に推進するためには、更なる人材の育成が大きな課題となります。 

 

（４）意識 

これからは、今まで以上に自分たちの地域は自分たちでつくるという喜び

を実感しながら、自己責任、自己決定という意識を一層醸成していくことが

重要となります。また、地域の何が課題なのかを自らが認識しつつ、地域と

の関わりを大事にし、愛着や誇りをもてるような、意識の変革を図っていく

ことが必要となってきます。 
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（５）参画機会 

  

   近年、ますます高度情報化が進展するなか、不安定な経済状況や少子高齢

化、環境問題、社会環境が大きく変化するにつれて、多様化する市民生活な

どに対し、従来の手法による政策立案や事業の実施では、柔軟で効果的な対

応が困難になっています。 

こうしたことから、まちづくりには、協働領域の一層の拡大が望まれてい

ます。協働の前提は、市民の市政への参画です。まちづくりの主役は市民で

あり、多様な主体が連携・協力して推進していくためにも「市民力」を発揮

できる環境づくりを推進するものとします。さらに、多様な日常生活上の支

援体制の連携・充実を図り、地域の支え合いを公的に支え、共助を公助する

ことを通して、ともに生き、活かし合うまちづくり「地域共生」を目指して

いきます。 
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 ９ 協働の取り組みとその手法 

  

 （１）本市の協働の方向性 

  本市には、９３の行政区がありますが、それと同心円を描く区会など多く

の地域共同的団体が存在し、様々な活動を行い地域づくりに取り組んでいま

す。 

また、ＮＰＯ法人をはじめとする多数の公益的団体が、それぞれの専門分

野のもとで、主体的に地域や市民への貢献活動を展開しています。  

企業においても、地域社会の一員として市民活動への助成、寄付など社会

的貢献活動を行っています。 

    本市においては、こうした各主体が行う諸活動を、行政との取り組みと結

びつけて効果的なまちづくりを推進するほか、角田市第６次長期総合計画の

基本理念である「市民力」「地域共生」「地域資源フル活用」をさらに推し進

めるため、協働によるまちづくりの推進体制を整備し、目標とする都市像で

ある「市民力咲き誇る。角田市✿ ~安心して、いきいきと、誇らしく暮ら

せるまち~」の実現を図っていきたいと考えています。 

 

（２）協働の手法 

    一般的には、複数の主体で事業を行う場合に、協働の形態は、多様で実効

性に富んだ効果的な手法と考えられています。 

それぞれ各主体の責任と役割のもとで、活動団体の進展段階に応じた取り

組みの必要性があります。協働の手法やプロセス、ふさわしい事業を明らか

にして、市民と行政の協働のまちづくりを推進していきたいと考えています。 

  ① 協働の手法 

     主な協働の手法については、次のとおりとします。 

◇ 市民参画 

  アンケートやヒアリング、イベントへの参加、協力などで、行政に

よる企画立案、事業実施、評価への参画をするものです。 

  また、「地区計画」を策定するにあたり、地域のありかた等につい

て考え、そして、課題の解決方法など話し合うこともその一つとなり

ます。 

  

◇ 行政との共催・後援 

    市民と行政が、事業共同主催となり、または協力、承諾して事業を

実施する手法、形態です。 

    後援の形態は、名義使用などで事業の信用度を増す効果があり、ま

たこのことにより活動に対しての理解が深まることも期待されます。 
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◇ 共同実施 

    実行委員会方式やプロジェクト推進方式などがあり、市民と行政が

共同で構成する組織で、それぞれの役割分担のもと事業活動を行うも

のです。 

◇ 委託 

    本来、行政が行うべきものですが、協働に馴染む公共的課題につい

て、市民活動団体等の各主体に対し委託する形態のことです。調査や

サービス分野においては、行政にない専門性、先駆性などが求められ

るようなものが対象となります。 

◇ 補助 

   公共的課題に対応し目的が共有されるもので、市民活動団体等の各

主体が実施する事業に対し、行政が財政的支援を行うものをいいます。 

◇ 場所等の確保 

       公共的活動を行う市民活動団体等の各主体に対し、行政が公共の施

設を提供したり、活動に必要な物品等の貸与を行うものをいいます。

この場合、他の主体との公正性を保つことが前提であり、明確な基準

を必要とします。 

② 協働のプロセス 

     協働による事業の実施に際しては、一般的に次のようなプロセスが考え

られます。 

     （プロセスの例示） 

○各主体による事業の企画立案→○事業企画の公開、相手探し→ 

      →○目的の共有→○企画段階からの参加→○責任と役割分担→ 

     →○実施形態の選択→○評価と反映→○情報の公開による説明責任 

③ 協働のまちづくりの領域 

     協働でのまちづくりを行う場合に、大枠の組み合わせとしては「市民と

行政の協働」、「市民と市民の協働」、「行政と行政の協働」の３つのパター

ンがあります。なかでも「市民と行政の協働」においては、立場や性質が

異なる主体の組み合わせであることから、両者間に一定のルールが必要と

なってくるものです。 

     市民と行政の協働によるまちづくりが可能な領域について、市民の領域

と行政の領域が重なり合う領域が出てきますが、この領域が、目標を共有

し、協働を実施しやすい領域となるものです。 
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◇ 行政と市民との役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 協働によることがふさわしい事業 

     協働によることがふさわしい事業としては、概ね次の５つの事業分野の

括りで考え進めてきました。 

     （事業分野の例示） 

◇ 計画立案に意見が必要な事業 

     ・マスタープランづくりなど政策に関するもの 

     ・各種事業の企画立案段階に関するものなど 

◇ 重点的サービス事業 

       ・子育て支援事業 

・高齢者、障害者支援事業 

       ・公的施設の管理運営業務など 

◇ 地域社会との連携的事業 

     ・ごみ減量等対策事業 

・地域の防災、防犯 

     ・交通安全対策事業 

     ・青少年健全育成事業 

     ・軽微な道路・水路等の維持、管理事業 

     ・環境美化運動など 

◇ 専門的分野の事業 

     ・芸術文化、生涯学習に関する事業 

     ・健康相談、健康づくり事業など 

◇ その他新たな行政課題に対応する事業 

 

 

 

 

行政が執行者と
して責任を持つ

領域

市民が主体的か
つ自律的に活動
する領域

市民が主導し、
行政が支援する

領域

行政が主導し、
市民参加により
実行する領域

市民と行政
が協働で立
案・実行す
る領域
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１０ 協働を推進する方策 

   

これからの時代は、市民と行政が共に考え、協力してまちづくりに取り組んで

いくことが今まで以上に求められています。 

そして、角田市らしい安心して、いきいきと、誇らしく暮らせるまちをつくり

あげるためには、地域の課題について主体的に考え取り組む市民の行動力、即ち

「市民力」が何よりも大切なものとなります。 

また、市民の公益的活動が実施しやすい諸環境の整備を行い、地域コミュニテ

ィを再生していくことは、豊かな潤いのある地域社会を創造する第一歩であると

考えています。 

こうしたことを踏まえ、協働を推進する環境の整備を次のとおり検討、推進し

ていくこととします。 

 

（１）協働のための意識啓発の促進 

    市民がもつ潜在能力を最大限に活かし、その市民力を発揮できる場が数多

く存在することで、まちが活力にあふれ、角田市が魅力的なまちになるよう、

人材育成や活躍できる環境の整備を重視し、取り組んでいくことが必要です。 

そして、市民、行政双方がともに学びながら十分な意見交換のもとでの合

意形成を図ることが重要となります。 

     

① 意識の改革と協働 

      市民と行政の協働のまちづくりは、双方の意識改革が必要です。協働

の理解を深めながら実践するという視点で、様々な機会に意識の啓発、

高揚に努めていかなければなりません。 

行政においては、従来の考え方や手法によることなく、市民とのパー

トナーシップによって地域を経営する意識で協働のまちづくりを推進

することが肝要です。特に職員にあっては、自らが市（まち）の一員と

しての自覚と責任をもち取り組んでいかなければなりません。 

また、市民においては、「地域でできることは地域で」という意識と

責任のもとで、身近なところから主体的に着実にひとつずつ協働事業を

実践していくことが重要なことと考えられます。 

     ◇推進方策の例示 

      ・住民自治意識の啓発、高揚 

      ・行政職員の意識改革 

      ・市民、職員研修の実施など 
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② 市民参画 

   まちづくりは、市民の幸せを最大の目的として営まれるものであり 

市民がまちづくりの主役となり「市民力」を発揮できる環境づくりを推

進し、行政は市民と共に考え、汗をかき、角田市を高め合える環境づく

りを推進します。 

      政策形成の企画立案、実施、評価の過程では、市民と行政の合意プロ

セスが必要となります。今後は、さらに市政への市民参画機会を拡充し

「協働型」による市民主役の市政を推進していくことが必要となります。 

     ◇推進方策の例示 

      ・政策形成、決定過程への参画(ワークショップ、パブリックコメント等)  

      ・協働の進め方、支援策の検討など 

③ 情報の共有化 

      協働によるまちづくりには、情報の共有化が欠かせません。お互いに

情報を共有することで、相互の信頼を強化し、対等なパートナーとして

取り組んでいくことが求められます。 

◇ 推進方策の例示 

       ・行政情報の提供 

       ・市民活動団体等情報の発信 

       ・団体間のネットワークづくり推進 

       ・広報広聴の強化など 

 

（２）主体的で自主的活動が行いやすい環境づくり 

    市民と行政が協働して多種多様な課題に取り組んでいくには、主体的で自

主的な市民の活動が活発に行われることがその前提になります。行政は、対

等なパートナーとして活動がしやすいように、これを側面から支援する仕組

みと環境づくりに取り組むことが求められることになります。 

    第６次長期総合計画前期基本計画では、ＮＰＯ法人や企業等の多様な主体

による市民活動のステップアップのための支援や活動しやすい環境づくり

を行い、活躍の場を広げ、市民活動を促進するため（仮）市民活動支援セン

ターの設立を進めます。 

 

① 人材の育成 

      協働によるまちづくりを活発に推進するためには、活動参加者の底辺

の拡大とともに、地域や各種の活動団体のリーダー、スタッフなど、地

域や組織を担う人材の育成と確保が大変重要になります。このことがク

リアされて、はじめて持続的な地域自治や団体活動の推進が可能となっ

てきます。 
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      このことから、実践活動や研修機会のなかで必要な知識や技術、マネ

ジメント力を身につけるなど、人材を育てていくことが必要です。 

◇ 推進方策の例示 

      ・協働に関するセミナー 

      ・協働に関する青少年教育活動 

      ・ボランティア体験学習 

      ・リーダー、マネジメント研修 

      ・相談体制の整備、充実など 

② 情報の提供と活動への支援 

      協働によるまちづくりには、活動事例の紹介や行政情報の提供が重要

な要素となります。 

また、活動の支援について、地域自治的な活動や公益的活動において

は、それぞれに活動経過や発展等の段階があります。協働のまちづくり

を進めるうえでは、自立性、自主性を損なわないように、その段階に応

じた人的、財政的支援のあり方について、あらゆる面から検討し、客観

的に、適宜的確な支援を行っていくことが重要です。 

 ◇ 推進方策の例示 

       ・事例紹介 

・各種の市民活動団体との交流連携の推進 

       ・国県等の財政支援情報の提供 

       ・協働のまちづくり支援事業の検討、創設など 

 

（３）協働のまちづくりのための推進体制 

   市民と行政の協働のまちづくりを推進するにあたっては、特に市民主体の

自治活動に取り組む中核となる組織づくりや、その拠点づくり等が必要とな

ります。また、行政においては、関係各課等との推進のための連携強化をさ

らに図るとともに、これまでも取り組んできた事業についても「協働」を改

めて意識しながら実施し、地域支援班員をはじめとした職員の意識の見直し

も行いながら全庁的に推進する体制が必要となります。 

 

① 地区振興協議会による地域づくりの推進 

  地区振興協議会のこれまでの取り組みについては、現行の地区計画に

おいて実施され、「市民と行政の協働のまちづくり」を推進してきまし

た。今般、第６次長期総合計画の策定に伴い、地区計画の見直しを図る

ことにより、これからの地区振興協議会による課題解決に向けた話し合

いの場づくり、地域コミュニティの強化を図ることにより地域の活性化

をより一層促進することが重要です。 
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 ◇ 推進方策の例示 

  ・地区計画の見直し 

・地区振興協議会によるコミュニティの場づくり 

② 庁内体制の強化 

自治センターを地域づくりの拠点として位置づけ、支え合いによる 

      持続可能な地域づくりを実現するために、地域を見つめ直し、地域の 

      あり方等についての話し合いを進めます。 

       また、現在の地域支援班の体制については、「地域を知ること＝地

域の人を知ること」をねらいとし、若手職員を地域支援班員として配

置をしていますが、地区計画の見直しを図る観点から、係長級以上の

職員を配置するものとします。 

  ◇ 推進方策の例示 

  ・地域コミュニティの「核」となる自治センターの実現 

  ・自治センターを「公の施設」へ移行 

  ・ベテラン地域支援班員の配置 

 

 

 

 


